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平成 26 年８月 28 日 

各 位 

会 社 名 九 州 電 力 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 瓜生 道明 

（コード：9508 東証第一部、福証） 

問合せ先 情報通信事業グループ長 田中 浩剛  

ＴＥＬ．  (０９２)７６１－３０３１ 

 

株式交換（簡易・略式）による連結子会社（九州通信ネットワーク株式会社）の 

完全子会社化に関するお知らせ 

 

当社は、平成 26 年５月 16 日付の「連結子会社（九州通信ネットワーク株式会社）との株式交換

（簡易・略式）に関する基本合意書締結のお知らせ」にて公表しておりました、平成 26 年 11 月 14

日を効力発生日として当社を株式交換完全親会社、当社の連結子会社である九州通信ネットワーク

株式会社（以下、「QTNet」）を株式交換完全子会社とする株式交換に関する基本合意書に基づき、両

社間で協議を進め、平成 26 年８月 28 日開催の取締役会において、株式交換（以下、「本株式交換」）

による QTNet の完全子会社化を決議し、本日、両社間で株式交換契約書を締結いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

本株式交換は、連結子会社を対象とする簡易株式交換であるため、開示事項・内容を一部省略して

開示しております。 

 

１． 本株式交換の目的 

   当社は、平成 12 年から、光ファイバケーブルを構築し QTNet を含む通信事業者に光ファイバ

心線を貸出す、光ファイバ心線貸し事業を附帯事業として実施してきましたが、厳しい経営環境

や今後の電力システム改革などを見据え、電気事業を中心としたエネルギー事業に注力していく

必要があります。 

一方、QTNet は、当社グループにおける情報通信事業の中核会社として、当社の光ファイバ心

線を活用し、光ブロードバンドサービス（BBIQ）や法人向けのデータ通信サービスを提供してい

ますが、競争環境の激化などにより、競争力の強化が急務となっているところです。 

つきましては、情報通信事業分野におけるグループ経営を迅速かつ機動的に実施できる体制を

構築するため、本株式交換により QTNet を完全子会社化することといたします。 

 

２． 本株式交換の要旨 

(1) 本株式交換の日程 

本株式交換契約書締結取締役会決議日（両社） 平成 26 年８月 28 日 

本株式交換契約書締結日（両社） 平成 26 年８月 28 日 

本株式交換の実施予定日（効力発生日） 平成 26 年 11 月 14 日（予定） 

（注１）当社は、会社法第 796 条第３項の規定に基づく「簡易株式交換」の手続きにより、株

主総会の承認を得ずに本株式交換を行う予定です。 

（注２）QTNet は、会社法第 784 条第１項の規定に基づく「略式株式交換」の手続きにより、

株主総会の承認を得ずに本株式交換を行う予定です。 
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（注３）上記の日程は、本株式交換手続きの進行に応じ必要があるときは、両社の合意により

変更する場合があります。 

 

 (2) 本株式交換の方式 

当社を株式交換完全親会社、QTNet を株式交換完全子会社とする株式交換です。 

 

 (3) 本株式交換に係る割当ての内容 

会社名 
当社 

（株式交換完全親会社） 

QTNet 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当ての

内容 
１ 53 

本株式交換により交付する

株式数 
当社普通株式：782,280 株（予定） 

   （注１）株式の割当比率 

       QTNet の普通株式１株に対して、当社の普通株式 53 株を割当て交付します。ただし、

当社が保有する QTNet の普通株式 425,640 株については、本株式交換による割当て

は行いません。また、上記の株式交換比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変

更が生じた場合は、両社協議の上、変更することがあります。 

   （注２）本株式交換により交付する株式数 

       当社は、本株式交換により当社の普通株式 782,280 株を交付する予定ですが、交付す

る当社普通株式は当社が保有する自己株式を充当し、新株の発行は行わない予定で

す。 

（注３）単元未満株式の取扱い 

本株式交換に伴い、当社の単元未満株式（100 株未満の株式）を保有することとなる

株主の皆様は、取引所市場において単元未満株式を売却することはできません。な

お、当社の単元未満株式を保有することとなる株主の皆様におかれましては、当社

の株式に関する以下の制度をご利用いただくことができます。 

（ア）単元未満株式の買取制度（100 株未満の株式の売却） 

会社法第192 条第１項の規定に基づき、当社の単元未満株式を保有する株主の皆

様が、当社に対し、その保有する単元未満株式を買い取ることを請求することが

できる制度です。 

（イ）単元未満株式の買増制度（100 株への買増し） 

会社法第194 条第１項及び当社の定款の定めに基づき、当社の単元未満株式を保

有する株主の皆様が、当社に対してその保有する単元未満株式と併せて１単元

（100株）となる数の単元未満株式の買増しを請求することができる制度です。 

 

 (4) 本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠等 

  ① 算定の基礎及び経緯 

     本株式交換に用いられる株式交換比率の公正性を確保するために、両社は別個に独立した第

三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、当社は矢加部公認会計士事務所を、

QTNet は田中恵公認会計士事務所を、それぞれ第三者算定機関として選定しました。 

矢加部公認会計士事務所は、当社については、当社の普通株式が東京証券取引所に上場さ

れていることから市場株価法を採用し、非上場会社である QTNet については、時価純資産法、

類似会社比較法及びディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下、「ＤＣＦ法」）を採

用して本株式交換の株式交換比率を算定しております。 
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当社の普通株式１株当たりの株式価値を１とした場合の株式交換比率の算定結果は、以下

のとおりです。 

株式交換比率の算定結果 

52.1～53.9 

一方、田中恵公認会計士事務所は、当社については、当社の普通株式が東京証券取引所に上

場されていることから市場株価法を採用し、非上場会社である QTNet については、時価純資産

法及びＤＣＦ法を採用して本株式交換の株式交換比率を算定しております。 

当社の普通株式１株当たりの株式価値を１とした場合の株式交換比率の算定結果は、以下

のとおりです。 

株式交換比率の算定結果 

37～55 

当社及び QTNet は、それぞれの第三者算定機関から提出された算定結果を参考にして、両社

間で慎重に協議した結果、本株式交換における株式交換比率について前記のとおり決定いたし

ました。 

 

② 算定機関との関係 

     当社の算定機関である矢加部公認会計士事務所は、当社及び QTNet の関連当事者には該当

せず、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しません。 

     また、QTNet の算定機関である田中恵公認会計士事務所は、当社及び QTNet の関連当事者に

は該当せず、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しません。 

 

 (5) 株式交換完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

    QTNet は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

３． 本株式交換の当事会社の概要（平成 26 年３月 31 日現在） 

 株式交換完全親会社 株式交換完全子会社 

(1)名称 九州電力株式会社 九州通信ネットワーク株式会社 

(2)所在地 
福岡市中央区渡辺通二丁目１番 

82 号 
福岡市中央区天神一丁目 12 番 20 号

(3)代表者の

役職・氏名
代表取締役社長 瓜生 道明 代表取締役社長 秋吉 廣行 

(4)事業内容 電気事業   等 電気通信事業   等 

(5)資本金 237,304 百万円 22,020 百万円 

(6)設立 

年月日 
昭和 26 年５月１日 昭和 62 年７月１日 

(7)発行済 

株式数 
474,183,951 株 440,400 株 

(8)決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

(9)従業員数 13,186 名（単体） 573 名（単体） 

(10)大株主 

及び持株 

比率 

日本マスタートラスト信託銀行（株）

（信託口）        4.89％ 

明治安田生命保険（相） 4.83％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行

（株）（信託口）     3.86％ 

九州電力（株）   96.65％ 

（株）九電工     0.99％ 

ニシム電子工業（株） 0.47％ 
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(11)最近３年間の経営成績及び財政状態 

当社（連結） QTNet（単体） 

決算期 平成 24 年 

3 月期 

平成 25 年

3 月期 

平成 26 年

3 月期 

平成 24 年

3 月期 

平成 25 年 

3 月期 

平成 26 年

3 月期 

純資産 

（百万円） 
888,131 557,799 494,232 25,799 27,482 30,606

総資産 

（百万円） 
4,428,093 4,526,513 4,549,852 82,010 80,215 80,948

１株当たり 

純資産（円）
1,840.37 1,141.13 1,005.42 58,590.59 62,411.36 69,507.53

売上高 

（百万円） 
1,508,084 1,545,919 1,791,152 47,485 48,242 50,296

営業利益 

（百万円） 
▲184,854 ▲299,428 ▲95,821 3,989 3,240 4,872

経常利益 

（百万円） 
▲213,534 ▲331,206 ▲131,449 3,445 2,666 4,590

当期純利益 

（百万円） 
▲166,390 ▲332,470 ▲96,096 1,946 1,634 3,017

１株当たり 

当期純利益 

（円） 

▲351.80 ▲702.98 ▲203.19 4,420.92 3,711.71 6,853.42

１株当たり 

配当金（円）
50 0 0 0 0 0

 

４． 本株式交換後の株式交換完全親会社の状況 

(1)名称 九州電力株式会社 

(2)所在地 福岡市中央区渡辺通二丁目１番 82 号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 瓜生 道明 

(4)事業内容 電気事業   等 

(5)資本金 237,304 百万円 

(6)決算期 ３月 31 日 

 

５． 今後の見通し 

   QTNet は、既に当社の連結子会社であるため、本株式交換による当社連結業績への影響は軽

微であります。 

以 上 


